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2007 年 8月 8日に企業会計基準委員会（ASBJ）の西川郁生委員長と国際会計基準審議会（IASB）

の David Tweedie 議長が合意した“日本基準と IFRS の間の重要な差異（同等性評価に関連する

2005 年 7 月欧州証券規制当局委員会（CESR）によるもの）について 2008 年までに解消し、残

りの差異については 2011 年 6 月 30 日までに解消を図ります”は日本の会計基準設定に重要な

インパクトを与え、国際的にも広く周知している約束です。 

 

日本が約束した“東京合意”について、財務諸表作成者・財務諸表読者・監査人・規制当局等

に分かり易く会計基準に記述し、日本の設定する会計基準が国際会計基準（IFRS）と相違がな

い旨明らかにすべきです。 
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この会計基準は、単に会計基準単独のものではない。特に、次の点について重要な影響を与え

るものであり、貴委員会が関係ないとしても、他の機関の検討を要する旨（例えば、範囲の中

で検討を要する事項として）を明記しておくべきです。 

 

①     監査報告書が、単年度財務諸表について意見を表明しており、比較財務諸表の監査報告

書を表明すべく監査基準の改正を伴うものである旨、 

 

②     過年度修正項目は、課税所得の計算上、原則、当年度の課税所得に含めて計算し、詳細

規定については法人税法による旨、 

 

なお、日本には、比較財務諸表（注記を含め）の会計基準が存在しない。国際会計基準 IAS1

号「財務諸表の表示」のように、注記を含めて比較財務情報の開示に関する会計基準を設定す

べきことを申し添えます。 

 


